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明したライシテの特徴を再検証する( 2 編「ライシテの原則の適用J) 。







論議の対象となりながらも，政教関係の新たな展開を反映して，新たな論議を呼んでいる( 1 編 1 章)
もっとも，ライシテの語はカトリック教会に対する共和派の闘争イデオロギーとして登場したため，ライシテの語
はもともと多義的であいまいである。したがって，ライシテの法的概念も不明確なところがある。だが，今日では一





の自由を回復するための特例措置を行うべきだと考えることである( 1 編 3 章)。
3 I ライシテの原則の適用 J (2 編)の要旨は次のとおりである。
礼拝の公認禁止の効果は公役務(国・公共団体の行う活動)の非宗教化である。もっとも，これによっても国が宗
教の存荘を無視することはできないばかりか，礼拝用建物公有制度等において政教分離前の宗教公役務の残津も見ら






















果たしている( 2 編 6 章)。




ち，またフランスの政教分離は日本の政教分離とは極めて異なる独自の背景を持つものである( 1 編 1 章)。 以上
論文審査の結果の要旨
政治と宗教の関係をめぐる政教分離原則は，重要な憲法原則であるが，その具体的な内容についてはそれぞれの国
の歴史的社会的事情を反映して複雑なものがある。本論文は，フランスにおける政教分離原則を丹念に紹介したもの
であり，フランス憲法の比較憲法的研究として，また日本国憲法の政教分離原則を考える上での参考材料として高い
価値を持っている。
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政教分離原則はフランスでは「ライシテ J と表現されるが，本論文は，このライシテの原則がどのように形成され，
憲法原則となったのかを歴史的に跡付けた上で，それがどのようにフランスで理解されているのかを検討する。そし
て，ライシテの原則にもかかわらずさまざまな政治と宗教の結びつきが見られること，また信教の自由を尊重して例
外的措置を認める積極的な政教分離の考え方が支配的であることが明らかにされている。その上で本論文は，教育な
どの個別領域でどのように政教分離原則が実現されているかを子細に検討するとともに，プランスの宗教団体制度や
宗教団体内部の問題に対する裁判所の介入の問題など政教分離原則に関わる問題を包括的に検討している。
全体として，本論文の研究はきわめて詳細であり，しかもプランスの歴史や社会に照らしてフランスの特殊性を明
瞭に提示している。しかも個別的に検討されている領域も網羅的であり，判例や学説の検討もしっかりと行われてい
る。従来，同じく政教分離原則が憲法原則とされていてもアメリカ合衆国については詳細な研究が行われていたが，
プランスについては十分な研究がなかったことを考えると，本論文はきわめて貴重な研究といえる。その成果は，日
本の憲法学に対しても多大な貢献となるものと考えられる。
それゆえ，本論文は博士号授与に十分値するものと判断した。
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